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１．本調査の目的 

北海道財務局では、留保財産1について、これまで３回のサウンディング調査を実施し、１件の

定期借地契約に至っております。 

一方、先般、留保財産に係る財務省通達2が改定され、留保財産の選定に当たって考慮すべき

視点が明記されたことから、今般、改めて、選定済みの留保財産及び暫定留保財産（予定も含む）

に対して、業者の皆さまと個別に対話を行い、各財産の「定期借地契約の可否」や「市場性の有

無」、それらを踏まえた「事業施策」について、サウンディング型市場調査（以下、『本調査』とい

う。）を実施することとしたものです。 

 

２．本調査対象財産の概要（詳細は別添「対象財産の概要」のとおり） 

 

３．実施スケジュール 

 

 
1 留保財産とは、有用性が高く希少な国有地を売却せずに国が地域のニーズに対応した用途で、定期借地権による貸

付を行うことで、有効活用・最適利用を図ることとした財産です。 
2 令和元年 9 月 20 日付財理第 3206 号「最適利用に向けた未利用国有地等の管理処分方針について」（令和 7 年

6 月 30 日改正） 
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４．本調査の内容 

（１）参加対象 

対象財産の利活用による事業の実施主体となる意向を有する又は対象財産の利活用に

係るアイディアを提供して頂ける事業者（事業者のグループ） 

 

（２）参加除外条件 

  次のいずれかに該当する者は除きます。 

  イ）予算決算及び会計令（昭和22年勅令第165号）第70条の規定に該当する者。  

なお、未成年者、被保佐人又は被補助人であって、契約締結のために必要な同意を得て 

いる者は、同条中、特別の理由がある場合に該当します。  

ロ）予算決算及び会計令第71条の規定に該当する者。  

ハ）各省各庁から指名停止等を受けている者（支出負担行為担当官が特に認める者を含む）。 

  ニ）会社更生法（平成14年法律第154号）に基づき更生手続開始の申立て（同法附則第2条

の規定によりなお従前の例によることとされる更生事件に係る同法による改正前の会社

更生法（昭和27年法律第172号）に基づく更生手続開始の申立てを含む。）をしている者

又は民事再生法（平成11年法律第225号）に基づき再生手続開始の申立てをしている者。

 なお、会社更生法に基づき更生手続開始の申立てをした者又は民事再生法に基づき再

生手続開始の申立てをした者にあっては、手続開始の決定がなされた後において当局の

競争参加資格の再認定を受けていない者。  

ホ）暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成3年法律第77号）第2条第2号

に規定する暴力団及び警察当局から排除要請がある者。 

 

（３）調査項目 

  以下の調査項目について、ご意見をお聞かせください。その他、事業性の確保に当たり必要

な取組みなど、今後の検討において参考となる事項についても、幅広くご意見をお聞かせ頂け

ますと助かります。 

 

なお、ご検討に当たっては、「①事業用定期借地契約」、「②一般定期借地契約」、「③売買契

約」の３ケースの活用方策をご提案頂きたいと考えております（どれか１つのご提案でも構い

ませんが、③のみのご提案の場合、その理由も教えて下さい）。 
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【調査項目】 

 １．事業用定期借地契約を前提とした市場性の有無 

 ２．一般定期借地契約を前提とした市場性の有無 

 ３．売買契約を前提とした市場性の有無 

 ４．（定期借地契約を前提とした場合）貸付期間の希望 

 ５．（定期借地契約を前提とした場合）想定される建築物の用途 

 ６．（売買を前提とした場合）想定される建築物の用途 

 ７．活用面積 

 ８．その他 

 留保財産制度に係る意見（事業者が参画しやすい仕組み） 

 当局に求める公募事項や必要な期間 

 

※ 定期借地権による貸付期間の設定目安は、公共的な用途を含む利活用の場合は、５０年以

上（一般定期借地権）。それ以外は、10～３０年（事業用定期借地権）。 

※ 戸建住宅、分譲マンション等、不特定又は多数の者に対して定期借地権を分割して譲渡・転

貸することは原則認めておりません。（借地上の建物を第三者に賃貸することは妨げない。） 

 

５．本調査の手続き 

（１）参加申込み 

本調査への参加を希望する場合は、別紙１「エントリーシート」 に必要事項を記入し、提出

先に、電子メールによりお申込みください。 

 

 ① 参加申込受付期間：令和７年１０月９日（木）～令和７年１１月７日（金）１７時００分 

 ② 参加申込書提出先：北海道財務局 管財部 国有財産調整官 
〒０６０－８５７９ 
札幌市北区北８条西２丁目 札幌第１合同庁舎 １０階 
電 話 ０１１－７０９－２３１１（内線４４２３、４４２８） 

メール hkzkokuchoukanop@hk.lfb-mof.go.jp 

            注）「lfb」 は「エルエフビー」 

 

（２）調査票の提出 

  別紙２「調査票」は本調査実施日の概ね４日前（土日祝除く）までに電子メールによりご提出

ください。 

  また、サウンディングの際に補足説明資料がある場合には、可能な限り事前にご提出願い

ます（補足説明資料は必須ではありません）。 
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（３）本調査の実施 

① 実施期間：令和７年１０月２１日（火）～令和７年１１月２１日（金）（土日祝を除く） 

         ⇒実施日時は、エントリーシート受付後、個別に調整させて頂きます。 

  ② 所要時間：１時間程度 

  ③ 実施場所：原則、北海道財務局内会議室とします。 

 

（４）結果の公表 

   本調査の実施結果について、概要の公表を予定しています。 

なお、参加事業者名称の公表は行わないほか、参加者が特定できるような情報も公表し

ません。また、公表に当たっては、事前に参加事業者へ内容の確認を行います。 

 

６．留意事項 

（１）参加事業者の取扱い 

今後、本調査対象財産の管理処分に当たり、事業者の公募等を行う場合には、本調査へ

の参加実績は、評価の対象とはなりません。 

 

（２）費用負担 

  本調査への参加に要する費用は、参加事業者の負担とします。 

 

（３）追加調査への協力 

  本調査終了後も、必要に応じて追加で照会させていただくことがあります。ご協力をお願

いいたします。 

 

（４）現地調査 

  物件番号７（月寒東）は、現時点では、財務省所管財産ではないため立ち入りはできません。 

  

７．提出・問い合わせ先 

エントリーシート・調査票の提出、お問い合わせは以下までお願いします。 

（土・日曜日・祝日を除く、９時００分から１２時００分及び１３時００分から１７時００分） 

 

 〒０６０－８５７９ 

札幌市北区北８条西２丁目 札幌第１合同庁舎 １０階 

財務省 北海道財務局 管財部 国有財産調整官 

電 話 ０１１－７０９－２３１１（内線４４２３、４４２８） 

メール hkzkokuchoukanop@hk.lfb-mof.go.jp 
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別添「対象財産の概要」 
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